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調査の目的

年 師数 抑制が閣議決定された後 本 師数 先進諸1982年、医師数の抑制が閣議決定された後、日本の医師数は先進諸国
に比べて低い水準で推移してきた。さらに、2004年4月に、新医師臨床研修
制度が導入され、医師配置の偏在化を通じて、医師不足が顕在化した。

このため、現在、医師養成数の増加が求められるにいたっている。しかし、
そのためには、まず、地域別、診療科別など、どこで医師不足が顕著であそのためには、まず、地域別、診療科別など、どこで医師不足が顕著であ
るかを把握しなければならない。そこで、医師不足・偏在が顕著な地域およ
び診療分野を洗い出し、医師確保対策の優先度、重要度の決定に資する
ため アンケート調査を行ったため、アンケ ト調査を行った。

なお、「医師確保のための実態調査」は、都道府県医師会調査と病院調
査とで構成されている査とで構成されている。

都道府県医師会調査
師確保

地域ごとの医師不足の実態、
医師確保対策を調査

病院調査

医師確保のための
実態調査

診療科別の実態および新医師
臨床研修制度の影響を調査

医師確保対策を調査
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臨床研修制度の影響を調査



都道府県医師会調査都道府県医師会調査
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調査対象と調査項目

調査対象調査対象

47都道府県医師会

有効回答数47（有効回答率100％）有効回答数47（有効回答率100％）

都道府県別 二次医療圏別の医師不足 偏在の状況

調査項目

都道府県別・二次医療圏別の医師不足・偏在の状況

医師確保のための対策とその効果

医療計画策定の状況

医学部定員数を過去最大化することについての是非
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都道府県別の医師の充足・不足 (1)

病院医師は47のうち42都道府県医師会(89.4%)が不足（やや不足・不足）と考えている。
診療所医師は18都道府県医師会(38.2%)が不足と考えている。診療所医師については、
14都道府県医師会(29.8%)が充足（充足・ほぼ充足）と考えており、都道府県の間に差
がある。

都道府 師

病院医師 診療所医師

充足

3

6.4%

無回答

6

12 8%

都道府県別に見た診療所医師数の充足・不足（N = 47）

充足

1

ほぼ充足

0

0 0%

無回答

3

都道府県別に見た病院医師数の充足・不足（N = 47）

ほぼ充足

11

23.4%不足

12.8%2.1% 0.0%
どちらとも

言えない

1

2.1%

6.4%

9

19.1%

やや不足

どちらとも

言えない

9

やや不足

9

14

29.8%

不足

28
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都道府県別の医師の充足・不足 (2)

病院医師と診療所医師の両方に回答があった41都道府県医師会のうち、18都道府県
医師会(43.9%)が病院医師と診療所医師の両方で不足（不足・やや不足）と考えており、
最も多かった。他方、12都道府県医師会(29.3%)は、病院医師は不足（不足・やや不足）
だが、診療所医師は充足（充足・ほぼ充足）と考えている。

18
都道府県における医師の充足状況 (N = 41)

16
18
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二次医療圏別の医師の充足・不足 (1)

病院医師は335のうち281二次医療圏(83.9%)で不足（やや不足・不足）、診療所医師は
129二次医療圏(38.5%)で不足していると各都道府県医師会は考えている。診療所医師
については、109二次医療圏(32.6%)では充足（充足・ほぼ充足）と各都道府県医師会は
考えており、二次医療圏の間に差がある。

病院医師 診療所医師

病 師 師

充足

8
ほぼ充足

25

無回答

5

二次医療圏別に見た病院医師数の充足・不足

（N = 335）

充足

29

8.7%

無回答

23

6.9%

二次医療圏別に見た診療所医師数の充足・不足

（N = 335）

2.4%
25

7.5% どちらとも

言えない

16

4.8%

1.5%

ほぼ充足

80

不足

77

23.0%

やや不足

88

80

23.9%

88

26.3%
不足

193

57.6%
どちらとも

言えない

74

やや不足

52
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二次医療圏別の医師の充足・不足 (2)

病院医師と診療所医師の両方について回答があった312二次医療圏のうち、126二次
医療圏(40.4%)では病院医師と診療所医師の両方で不足（不足・やや不足）と各都道府
県医師会が考えており、最も多かった。

126

二次医療圏における医師の充足状況 (N = 312)
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医師の偏在

47のうち36都道府県(76.6%)が医師の偏在があると考えている。二次医療圏別では、
335のうち219二次医療圏(65.4%)で医師の偏在があると各都道府県医師会は考えてい
る。る。

都道府県 二次医療圏

偏在なし

11

23 4%

都道府県別に見た医師の偏在の有無（N = 47） 二次医療圏別に見た医師の偏在の有無（N = 335）

23.4%

偏在なし

116

34.6%

偏在あり

偏在あり

219

65.4%
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診療科目別の医師不足

特に医師が不足している診療科目として、都道府県、二次医療圏ともに、産科・産婦人
科、小児科、救急医療、麻酔科が、都道府県医師会によって多く挙げられた。これらの
診療科目は、37～42の都道府県、7割超の二次医療圏で医師が不足していると各都道
府県医師会は考えている府県医師会は考えている。

都道府県 二次医療圏

42

42

救急医療

小児科

産科・産婦人科

都道府県別に見た医師不足の診療科（複数回答、N = 47）

73 1%

78.2%

79.4%

小児科

救急医療

産科・産婦人科

二次医療圏別に見た医師不足の診療科（複数回答、N = 335）

24

25

37

40

内科

精神科

脳神経外科

麻酔科

救急医療

42.4%

46.0%

70.1%

73.1%

内科

精神科

脳神経外科

麻酔科

小児科

16

16

17

20

科

耳鼻咽喉科

整形外科

外科

内科

33.1%

34.6%

36.1%

38.8%

泌尿器科

外科

耳鼻咽喉科

整形外科

内科

4

13

14

14

特に医師不足の科はなし

皮膚科

眼科

泌尿器科

8.7%

31.0%

31.3%

31.6%

特に医師不足の科はなし

眼科

皮膚科

泌尿器科
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医師確保のための対策の実施状況

医師確保のための対策としては 「小児救急電話相談事業(#8000)」 「医療機関情報の医師確保のための対策としては、「小児救急電話相談事業(#8000)」、「医療機関情報の

提供（ホームページでの診療情報の提供など）」、「連携、情報共有のための会議の設
定（医療機関の連携、医療関係職種の連携）」はほとんどの都道府県で実施している。

44小児救急電話相談事業(#8000)

医師確保のための対策（複数回答、N = 47）

40

43

44

ドクターバンク、紹介予定派遣など

連携、情報共有のための会議の設定

医療機関情報の提供

37

38

39

教育研修の実施

受療行動に関する啓発

大学に医学部の地域枠や奨学金の設定を要請

25

25

34

研修医およびいわゆる後期研修医等のネットワーク作り

一般向けの電話相談事業

女性医師再就業支援事業

20

24

25

を越 連携

医師派遣システムの構築

地域の病院等への医師供給を要請

研修医およびいわゆる後期研修医等のネットワーク作り
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医師確保対策の医師不足・偏在解消効果
医師不足・偏在解消効果があった（かなりあった・ややあった）と都道府県医師会が考え医師不足 偏在解消効果があ た（かなりあ た ややあ た）と都道府県医師会が考え
ている比率が高いのは、順に、「小児救急電話相談事業(#8000)」、「県域を越えた連
携」、「教育研修の実施」である。「医師派遣システムの構築」は4番目だが、効果が「か
なりあった」の比率が高い。

22.2%

25.0%
36.4%小児救急電話相談事業(#8000)(N=44)

医師確保対策の医師不足・偏在解消効果

かなりあった ややあった 今後期待できる 今後も期待できない わからない 無回答

0 0%

15.0%

8.1%

30.0%

37.8%

27.8%

医師派遣システムの構築(N=20)

教育研修の実施(N=37)

県域を越えた連携(N=18)

0.0%

0.0%

0.0%

31.6%

32.5%

41.7%

受療行動に関する啓発(N=38)

ドクターバンク、紹介予定派遣など(N=40) 注

地域の病院等への医師供給を要請(N=24)

0.0%

0.0%

8.0%

25 6%

28.0%

20.0%

連携 情報共有のための会議の設定(N=43)

研修医およびいわゆる後期研修医等のネットワーク作り(N=25)

一般向けの電話相談事業(N=25)

0.0%

2.6%

4.5%

10.3%

18.2%

25.6%

大学に医学部の地域枠や奨学金の設定を要請(N=39)

医療機関情報の提供(N=44)

連携、情報共有のための会議の設定(N=43)
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医学部定員の過去最大規模への増員についての是非
47都道府県のうち 「賛成」は27都道府県医師会(57 4%) 「どちらかというと賛成」は9都47都道府県のうち、「賛成」は27都道府県医師会(57.4%)、「どちらかというと賛成」は9都
道府県医師会(19.1%)、合計で賛成なのは36都道府県医師会(76.5%)である。ただし、医

師数増に対応するための財源の投入、診療科・地域の偏在の解消、女性医師離職の
問題の解決等とセットでなければならないという指摘が多い。他方、将来の医師過剰の問題の解決等とセットでなければならないという指摘が多い。他方、将来の医師過剰の
懸念から反対も少数ながらあることに留意したい。

医学部定員数に賛成・反対 （N = 47）

どちらかという

と反対

2

4.3%

反対

1

2.1%

無回答

1

2.1%

どちらとも

言えない

賛成

7

14.9%

賛成

27

57.4%どちらかという

と賛成

9
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病院調査病院調査
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調査対象および有効回答数

配付数 有効回答 有効回答率

2008年度の臨床研修プログラ 単独型・管理型 1,116
1 2962008年度の臨床研修プログラ

ムに参加する病院（全数）
1,296 53.3％

協力型 1,317

一般病院（1/2抽出） 2,880 1,250 43.4％

精神科病院（1/5抽出） 227 122 53.7％

計 5,540 2,668 48.2％

（注1）臨床研修プログラムに参加する病院には大学病院を含む。
（注2）一般病院、精神科病院には臨床研修病院は含まない。したがって、抽出率も臨床研修病院を除いた後の数字。

単独型：単独で又は研修協力施設と共同して臨床研修を行う病院
管理型：他の病院と共同して臨床研修を行う病院（単独型を除く）であって、当該臨床研修の管理を行うもの

臨床研修プログラムに参加する病院（以下、研修病院）

協力型：他の病院と共同して臨床研修を行う病院（単独型を除く）であって、管理型臨床研修病院でないもの

研修協力施設：臨床研修病院と共同して臨床研修を行う施設であって、臨床研修病院及び大学、大学の医
学部、大学附置の研究所の附属施設である病院以外。 へき地・離島診療所、中小病院・診療所、保健所、
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調査項目

医師数およびその変化医師数およびその変化

• 医師数全体の増減

• 大学・公的病院等から供給を受けている医師数の増減大学 公的病院等から供給を受けている医師数の増減

医師不足による影響

• 病棟の縮小、外来の閉鎖、救急対応の休止など病棟の縮小、外来の閉鎖、救急対応の休止など

医師の過不足感（病院長の回答）

最低必要医師数

新医師臨床研修制度導入前後の変化

医師の応募、離職

指導医の負担

勤務医の活力 など
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診療科別の医師数の増減（おおむね5年前と比較）
病院全体で 医師数が減少（大幅減少・減少・やや減少）した病院の割合は39 6％ 増病院全体で、医師数が減少（大幅減少 減少 やや減少）した病院の割合は39.6％、増
加したのは34.4％である。診療科別で見ると、減少（いなくなった・大幅減少・減少・やや
減少）した病院の割合が大きいのは、産科・産婦人科(39.9%)、内科(38.0%)である。

医師数の増減

38.0 

39.9 

39.6 

32.9 

30.4 

26.0 

29.0 

29.7 

34.4 

内科(N=2,224)

産科・産婦人科(N=740)

病院全体(N=2,095)

医師数の増減 減少 増減なし 増加

31.7 

31.8 

32.8 

34.1 

42.1 

55.4 

47.1 

40.6 

26.1 

12.8 

20.2 

25.3 

小児科(N=983)

耳鼻咽喉科(N=787)

婦人科(N=238)

精神科(N=859)

29.2

30.2 

31.3 

31.3 

44.6

43.0 

54.2 

43.8 

26.2

26.8 

14.5 

24.9 

整形外科(N=1,491)

外科(N=1,554)

眼科(N=920)

脳神経外科(N=852)

21 1

21.4 

24.0 

27.8 

29.2 

54 0

43.0 

61.5 

28.8 

44.6 

24 9

35.6 

14.5 

43.5 

26.2 

泌尿器科(N 923)

麻酔科(N=913)

皮膚科(N=883)

救急医療(N=306)

整形外科(N 1,491)

14.2 

15.5 

20.5 

21.1 

60.2 

62.0 

49.5 

54.0 

25.7 

22.5 

29.9 

24.9 

病理診断(N=452)

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科(N=561)

放射線科(N=842)

泌尿器科(N=923)
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病院属性別の医師数の増減（おおむね5年前と比較）

病院属性別で見ると、大学以外の研修病院で、医師数が減少した（大幅減少・減少・や
や減少）病院の比率が一番大きく、41.3％である。

5年前と比較した医師数全体の増減

大幅減少 減少 やや減少 増減なし 増加

4.3  16.0  19.3  26.0  34.4 全体(N=2,095)

4.8  17.0  19.5  18.0  40.7 
大学以外の研修病院

(N=1,018)

4.1  15.6  19.0  34.4  26.9 その他(N=1,010)

7.5  19.4  22.4  50.7 大学病院(N=67)
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地域別の医師数の増減（おおむね5年前と比較）

日本医師会の地域ブロ ク別で 医師数が減少した（大幅減少 減少 やや減少）病院日本医師会の地域ブロック別で、医師数が減少した（大幅減少・減少・やや減少）病院
の比率が高いのは、東北地区(47.5%)、中国四国地区(44.7%)、近畿地区(42.2%)である。
ただし、近畿地区は東北地区や中国四国地区と比べて、増加の比率が高い。

6.7%
22.2% 18.6% 21.6% 30.9%東北地区(N=194)

地域ブロック別に見た病院における医師数の増減

大幅減少 減少 やや減少 増減なし 増加

2.4%

4.9%

17 0%

18.0%

22 8%

21.8%

21 8%

27.5%

36 0%

27.8%

近畿地区(N=289)

中国四国地区(N=284)

3.7%

6.3%
16.0%

17.0%

18.8%

22.8%

21.9%

21.8%

37.2%

36.0%

中部地区(N=288)

近畿地区(N=289)

4.5%

3.7%

14.9%

14.0%

16.4%

22.1%

34.3%

25.3%

29.9%

34.9%

北海道地区(N=134)

関東甲信越地区(N=430)

0.0%

4.3%

7.4%

16.0%

21.3%

12.5%

32.4%

29.6%

38.9%

37.5%

東京地区(N=108)

九州地区(N=368)
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【参考】 日本医師会の地域ブロック区分

地域ブロック 都道府県

北海道地区 北海道
東北地区 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
東京地区 東京都東京地区 東京都

関東甲信越地区
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、
新潟県、山梨県、長野県新潟県、山梨県、長野県

中部地区
富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、
三重県

近畿地区 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

中国四国地区
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、
香川県 愛媛県 高知県香川県、愛媛県、高知県

九州地区
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県、沖縄県
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医師数減少の病院比率が高い都道府県

医師数が減少した（大幅減少・減少・やや減少）病院の比率が高い都道府県は、三重県
(63.6%)、鳥取県(62.5%)、山形県(60.9%)、和歌山県(60.9%)、栃木県(59.1%)である。上
位は都市圏にない都道府県である。

順位 都道府県 減少した病院の比率 N数

1 三重県 63 6% 231 三重県 63.6% 23
2 鳥取県 62.5% 22
3 山形県 60 9% 333 山形県 60.9% 33
4 和歌山県 60.9% 23
5 栃木県 59.1% 16栃木県
6 新潟県 58.2% 55
7 香川県 55.6% 27
8 京都府 55.3% 38
9 岩手県 54.3% 35
10 長野県 53 5% 43
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診療科別の供給医師数の増減（おおむね5年前と比較）
病院全体で 大学・公的病院等からの供給医師数が減少（いなくなった・大幅減少・減病院全体で、大学・公的病院等からの供給医師数が減少（いなくなった・大幅減少・減
少・やや減少）した病院の割合は52.3％、増加したのは19.4％である。診療科別で見る
と、減少した病院の割合が大きいのは、内科(47.4%)、産科・産婦人科(45.0%)である。

大学や公的病院等から供給を受けている医師数の増減

45 0

47.4 

52.3 

35 3

35.2 

28.3 

19 7

17.5 

19.4 

産科 産婦人科(N 558)

内科(N=1,647)

病院全体(N=1,658)

大学や公的病院等から供給を受けている医師数の増減

減少 増減なし 増加

3

36.0 

36.0 

39.5 

45.0 

8

46.6 

47.8 

47.2 

35.3 

17.4 

16.1 

13.4 

19.7 

脳神経外科(N 637)

外科(N=1,136)

小児科(N=719)

精神科(N=636)

産科・産婦人科(N=558)

33.4 

33.5 

33.5 

34.4 

49.0 

42.3 

57.0 

48.5 

17.6 

24.2 

9.5 

17.1 

整形外科(N=1,069)

救急医療(N=182)

婦人科(N=158)

脳神経外科(N=637)

24.2 

28.5 

30.3 

32.1 

66.9 

52.1 

59.0 

57.2 

8.9 

19.4 

10.7 

10.8 

皮膚科(N=661)

麻酔科(N=628)

耳鼻咽喉科(N=597)

眼科(N=705)

14.3 

16.9 

21.8 

23.5 

68.9 

73.2 

56.1 

59.4 

16.8 

9.8 

22.1 

17.1 

病理診断(N=328)

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科(N=325)

放射線科(N=624)

泌尿器科(N=684)
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病院属性別の供給医師数の増減（おおむね5年前と比較）

病院属性別で見ても 大学や公的病院等からの供給医師数が減少した（いなくな た病院属性別で見ても、大学や公的病院等からの供給医師数が減少した（いなくなった・
大幅減少・減少・やや減少）病院の比率に大きな差はない。しかし、増加した病院の比
率については、大学以外の研修病院がその他の病院よりも約10ポイント高い。

大学や公的病院等から供給を受けている医師数の増減

いなくなった 大幅減少 減少 やや減少 増減なし 増加

3.9 

7.7  19.2  21.5  28.3  19.4 全体(N=1,658)

2.0 

8.0  20.1  23.9  21.5  24.4 
大学以外の研修病院

(N=859)

7 3 18 4 19 1 35 5 13 8その他(N=792)

5.9 

7.3  18.4  19.1  35.5  13.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他(N=792)
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地域別の供給医師数の増減（おおむね5年前と比較）
日本医師会の地域ブロック別で 大学・公的病院からの供給医師数が減少した（いなく日本医師会の地域ブロック別で、大学・公的病院からの供給医師数が減少した（いなく
なった・大幅減少・減少・やや減少）病院の比率が高いのは、中国四国地区(56.4%)、東
北地区(55.2%)、中部地区(54.8%)である。

ブ

5.0%
9.2% 19.2% 23.0% 27.6% 15.9%中国四国地区(N=239)

地域ブロック別の大学や公的病院等からの供給医師数の増減

いなくなった 大幅減少 減少 やや減少 増減なし 増加

2.1%

3.7%
9.2%

9.2%

18.4%

19.2%

23.9%

23.0%

26.4%

27.6%

18.4%

15.9%

中部地

東北地区(N=163)

中国四国地区(N 239)

2 3%

5.4%
7.7%

8.0%

18.8%

22.8%

21.4%

21.9%

28.3%

24.1%

18.5%

21.1%

関東甲信越地区(N=336)

中部地区(N=237)

4.8%

2.3%

9.6%

7.3%

18.3%

19.1%

19.2%

24.1%

28.8%

26.4%

19.2%

20.9%

北海道地区(N=104)

近畿地区(N=220)

1.4%

4.2%

6.8%

4.9%

11.0%

19.9%

23.3%

17.1%

39.7%

32.2%

17.8%

21.7%

東京地区(N=73)

九州地区(N=286)
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医師数の増減と供給医師数の増減の関係
医師数の増減と大学・公的病院等からの供給医師数の増減の関係に着目した 医師数医師数の増減と大学・公的病院等からの供給医師数の増減の関係に着目した。医師数
が増加した病院の48.4％で、供給医師数が増加した。また、医師数が減少した病院の
85.0％で、供給医師数が減少した。大学や公的病院等からの医師供給の重要性は高
いと言える。いと言える。

大学 的病院等から供給を受 る 師 増減

医師数の増減と供給医師数の増減の関係

48 4 26 3 25 2
医師数の増加

大学や公的病院等から供給を受けている医師の増減

増加 増減なし 減少

48.4  26.3  25.2 
医師数の増加

(N=543)

6.9  63.8  29.3 
医師数の増減なし

(N=389)

4.2  10.8  85.0 
医師数の減少

(N=713)
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医師不足を理由として起きた問題

医師不足を理由として起きた問題として 「外来の閉鎖 休止 縮小」が最多で487病院医師不足を理由として起きた問題として、「外来の閉鎖・休止・縮小」が最多で487病院
(18.3%)であった。「病棟閉鎖・病床縮小」が253病院(9.5%)で、「夜間等の救急対応休
止」が189病院(7.1%)で起きた。

医師不足を理由として起きた問題 (N = 2,668)

487
(18.3%)

外来の閉鎖・休止・縮小

253
(9.5%)

病棟閉鎖・病床縮小
(9.5%) 

189
(7.1%) 

夜間等の救急対応休止
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医師不足を理由として起きた問題（診療科別）

内科はもともと標榜する病院が多いこともあるが 「外来の閉鎖 休止 縮小 が多い 産内科はもともと標榜する病院が多いこともあるが、「外来の閉鎖・休止・縮小」が多い。産
科・産婦人科は標榜数から類推すると、「病棟閉鎖・病床縮小」が多い。小児科は「夜間
等の救急対応を休止」した病院が多い。

外来の閉鎖・休止・縮小の病院数 病棟閉鎖・病床縮小の病院数 夜間等の救急対応休止の病院数

外来の閉鎖・休止・縮小 病棟閉鎖・病床縮小 夜間等の救急対応休止

186

191 

310 

整形外科

産科・産婦人科

内科

107

144

169

小児科

産科・産婦人科

内科

86 

126 

131 

産科・産婦人科

小児科

内科

147 

164 

186 

眼科

小児科

整形外科

65

74

外科

整形外科

69 

76 

外科

整形外科

産科 産婦 科

104 

110 

143 

精神科

外科

耳鼻咽喉科

49

50

53

耳鼻咽喉科

眼科

脳神経外科

31 

32 

51 

耳鼻咽喉科

救急医療

脳神経外科

101 

101 

皮膚科

脳神経外科

33

44

泌尿器科

精神科

24 

25 

眼科

精神科
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病院医師不足感（病院長の回答）
病院全体では 71 5％の病院で 病院長は医師が不足している（不足・やや不足）と感病院全体では、71.5％の病院で、病院長は医師が不足している（不足 やや不足）と感

じている。診療科別では、病院長の医師不足感がある病院の比率が高いのは、救急医
療(83.8%)、産科・産婦人科(72.1%)、内科(68.7%)、麻酔科(66.9%)である。

医師が不足 やや不足と感じる病院長の比率

38.4% 33.1%

救急 療

病院全体(N=2,221)

医師が不足・やや不足と感じる病院長の比率

不足 やや不足

71.5%

43 2%

41.0%

48.7%

65.8%

23 7%

27.7%

23.3%

18.0%

麻酔科(N=1 054)

内科(N=2,289)

産科・産婦人科(N=759)

救急医療(N=549) 83.8%

72.1%

68.7%

66 9%

41.3%

33.1%

40.1%

43.2%

17.7%

27.2%

21.7%

23.7%

婦人科(N=407)

整形外科(N=1,560)

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科(N=921)

麻酔科(N=1,054) 66.9%

61.8%

60.4%

59.0%

33.2%

33.2%

35.8%

24.9%

24.9%

22.8%

精神科(N 975)

放射線科(N=938)

脳神経外科(N=922)

小児科(N=1,040) 58.6%

58.1%

58.1%

24.6%

35.7%

37.0%

25.6%

20.1%

20.2%

外科(N=1,530)

病理診断(N=636)

精神科(N=975) 57.2%

55.8%

50.2%
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病院属性別の病院医師不足感（病院長の回答）
病院属性別に見ると 78 2％の大学以外の研修病院で 病院長は医師が不足している病院属性別に見ると、78.2％の大学以外の研修病院で、病院長は医師が不足している

（不足・やや不足）と感じており、他の病院属性よりも高い比率である。他方、その他の
病院や大学病院では、その比率は65％程度と相対的に低い。

医師が不足 やや不足と感じる病院長の比率医師が不足・やや不足と感じる病院長の比率

不足 やや不足

38.4% 33.1%病院全体(N=2,221) 71.5%

45.0% 33.1%大学以外の研修病院(N=1,059) 78.2%

32.9% 32.5%その他(N=1,093) 65.4%

23.2% 42.0%大学病院(N=69) 65.2%
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地域別の病院医師不足感（病院長の回答）
日本医師会の地域ブロック別に見ると 病院長が医師不足を感じている病院の比率が日本医師会の地域ブロック別に見ると、病院長が医師不足を感じている病院の比率が
高いのは、東北地区(81.0%)、中国四国地区(78.3%)、中部地区(75.7%)となっている。こ
れらの地域は、医師数や供給医師数の減少した病院の比率が高い地域である。

地域ブロ ク別に見た 病院長の医師の不足感

60.0% 21.0% 5.4% 9.3% 4.4%東北地区(N=194)

地域ブロック別に見た、病院長の医師の不足感

不足 やや不足 どちらとも言えない ほぼ充足 充足

44.5%

42.7%

31.2%

35.6%

5.3%

6.1%

14.6%

11.2%

4.3%

4.4%

中部地区(N=285)

中国四国地区(N=277)

37.9% 33.9% 7.6% 15.2% 5.4%関東甲信越地区(N=414)

29.4%

36.3%

37.3%

32.5%

5.3%

9.3%

19.3%

15.8%

8.6%

6.1%

九州地区(N=373)

近畿地区(N=282)

18.9%

33.1%

38.5%

31.7%

12.3%

6.2%

20.5%

17.9%

9.8%

11.0%

東京地区(N=107)

北海道地区(N=136)
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診療科別の最低必要な医師数（現状との比較）
病院全体での最低必要医師数倍率注１・２は、1.10倍である。日本全体の病院従事医師数 、
数の約16万8千人に適用すると、現時点で約1万7千人不足しているということになる。
診療科別では、内科を除いて、いずれも1倍を超えている。

最低必要医師数倍率注3
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修期間が長いため、内科の現
医師数が臨床現場の実態より
も大きくなっている可能性が高
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注１： 最低必要医師数倍率＝必要医師数÷（常勤医師数＋非常勤医師の常勤換算数）
注２： 常勤医師数の中には、研修医数が含まれていることに注意したい。
注３： 美容外科はN数が29と非常に少ないため、グラフから除外。



診療科別、病院単位の最低必要な医師数（現状との比較）
64.3％の病院で、最低必要医師数倍率注１が1倍超となった。診療科別では、外科を除、 数 、
いた全ての診療科で病院単位の倍率が1倍超となった。内科の最低必要医師数倍率は
1倍未満だったため（前ページ参照）、病院間の医師偏在が大きいと類推できる。外科で
は、医師不足の病院の深刻度が高いと類推できる。
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注１： 現在標榜していない、または現在は医師がいない場合でも、必要と判断した場合は必要医師数を回答している。

この場合、倍率1倍超としてカウント。
注２： 美容外科はN数が29と非常に少ないため、グラフから除外。



開設主体別の最低必要な医師数（現状との比較）

医師会病院の最低必要医師数倍率は 1 32倍で突出して大きい また 国 個人 都道医師会病院の最低必要医師数倍率は、1.32倍で突出して大きい。また、国、個人、都道
府県・市町村では、倍率が1.10倍超と高くなっている。

開設主体別に見た 最低必要医師数倍率
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病床規模区分別の最低必要な医師数（現状との比較）

病床規模の小さい方から見ていくと 201 300病床のグル プまでは 病床規模が大病床規模の小さい方から見ていくと、201～300病床のグループまでは、病床規模が大

きくなるほど、最低必要医師数倍率が高くなっていく。このグループからは、病床規模が
大きくなるほど、最低必要医師数倍率は低下していく。大規模病院では、相対的に必要
医師数に対して 中小規模病院よりも医師は充足している注医師数に対して、中小規模病院よりも医師は充足している注。

病床規模別に見た、最低必要医師数倍率
許可病床数
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注： 大規模病院は現状医師数が相対的に多いことから、倍率を計算するときに分母が大きくなるため、相対的に倍率が小さくなる

傾向があることに注意しなければならない。
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地域別の最低必要な医師数（現状との比較）

ブ日本医師会の地域ブロック別では、最低必要医師数倍率が高いのは、中国四国地区
1.15倍、中部地区 1.15倍、九州地区 1.13倍、東北地区 1.11倍である。

地域ブロック別に見た、最低必要医師数倍率
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現状と比較して最低必要な医師数が大きい都道府県

最低必要医師数倍率が高い都道府県は、島根県 1.38倍、青森県 1.31倍、新潟県 1.29
倍、三重県 1.28倍、高知県 1.27倍などとなっている。上位10都道府県は、いずれも都
市圏にはない都道府県である。

順位 都道府県 最低必要医師数倍率 N数

1 島根県 1 38 251 島根県 1.38 25
2 青森県 1.31 39
3 新潟県 1 29 573 新潟県 1.29 57
4 三重県 1.28 37
5 高知県 1.27 40高知県
6 富山県 1.23 33
7 山口県 1.23 35
8 鹿児島県 1.23 75
9 徳島県 1.23 29
10 山梨県 1 23 14
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10 山梨県 1.23 14



新医師臨床研修制度施行後の変化：

医師募集に対する応募（研修医以外）医師募集に対する応募（研修医以外）

病院全体では、医師の応募が減少（かなり減少・やや減少）した病院が34.6％、増加（か
なり増加・やや増加）した病院が11.9％であった。病院属性別に見ると、大学病院で減
少 た病院 比率が高か た少した病院の比率が高かった(40.8%)。

医師募集に対する応募（研修医以外）
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新医師臨床研修制度施行後の変化：

医師の離職医師の離職

病院全体では、医師の離職が増加（かなり増加・やや増加）した病院が34.3％、減少（か
なり減少・やや減少）した病院が6.5％であった。病院属性別に見ると、離職が増加した
病院 比率が高か た は 大学 外 研修病院 と大学病院 あ た病院の比率が高かったのは、大学以外の研修病院(40.7%)と大学病院(40.0%)であった。

医師の離職
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新医師臨床研修制度施行後の変化：

指導医の負担指導医の負担
病院全体では、指導医の負担が増加（かなり増加・やや増加）した病院が76.8％、減少
（かなり減少・やや減少）した病院が2.3％であった。病院属性別に見ると、指導医の負
担が増加した病院の比率は 大学病院(85 3%)の方が大学以外の研修病院(76 3%)より担が増加した病院の比率は、大学病院(85.3%)の方が大学以外の研修病院(76.3%)より
も高かった。

指導医の負担

1.1%

かなり増加した やや増加した 変わらない やや減少した かなり減少した
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31.0% 45.3% 21.2%

1.1%

1.3%
大学以外の研修病院
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新医師臨床研修制度施行後の変化：

勤務する医師の活力勤務する医師の活力
病院全体では、勤務する医師の活力が低下（かなり低下・やや低下）した病院が30.4％、
向上（かなり向上・やや向上）した病院が20.3％であった。病院属性別に見ると、医師の
活力が低下した病院の比率は 大学病院で 番高かった(42 7%)活力が低下した病院の比率は、大学病院で一番高かった(42.7%)。

勤務する医師の活力
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新医師臨床研修制度施行後の変化：

病院全体の活力病院全体の活力
病院全体では、病院全体の活力が低下（かなり低下・やや低下）した病院が30.3％、向
上（かなり向上・やや向上）した病院が25.5％であった。病院属性別に見ると、病院の活
力が低下した病院の比率は 大学病院(32 5%)とその他の病院(31 7%)で高かった力が低下した病院の比率は、大学病院(32.5%)とその他の病院(31.7%)で高かった。

病院全体の活力
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新医師臨床研修制度施行後の変化：

病院経営上の負担病院経営 の負担
病院全体では、病院経営上の負担が増加（かなり増加・やや増加）した病院が68.0％、
減少（かなり減少・やや減少）した病院が4.5％であった。病院属性別に見ると、経営上
の負担が増加した病院の比率は 大学以外の研修病院(68 3%)の方が大学病院の負担が増加した病院の比率は、大学以外の研修病院(68.3%)の方が大学病院
(63.1%)よりも高かった。

病院経営上の負担

全体

かなり増加した やや増加した 変わらない やや減少した かなり減少した
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新医師臨床研修制度施行後の変化：

初期研修医の数初期研修医の数
病院全体では、初期研修医数が減少（かなり減少・やや減少）した病院が24.1％、増加
（かなり増加・やや増加）した病院が43.0％であった。病院属性別に見ると、多くの大学
病院で初期研修医数が減少した（かなり減少が32 9％ やや減少が46 1％ 合計病院で初期研修医数が減少した（かなり減少が32.9％、やや減少が46.1％、合計
79.0％）ことが分かる。

初期研修医の数
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社団法人 日本医師会（2008年12月3日 定例記者会見） 42
0% 20% 40% 60% 80% 100%



新医師臨床研修制度施行後の変化：

いわゆる後期研修医の数わゆる後期研修医の数
病院全体では、後期研修医数が減少（かなり減少・やや減少）した病院が22.8％、増加
（かなり増加・やや増加）した病院が34.5％であった。病院属性別に見ると、多くの大学
病院で後期研修医数が減少した（かなり減少が13 7％ やや減少が43 8％ 合計病院で後期研修医数が減少した（かなり減少が13.7％、やや減少が43.8％、合計
57.5％）ことが分かる。

いわゆる後期研修医の数

かなり減少 た やや減少 た 変わらな やや増加 た かなり増加 た
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まとめ(1) 都道府県医師会調査

診療所医師に比べて、病院医師の不足は非常に深刻であると都道府県医
師会が考えている結果になった。病院医師は、47都道府県のうち42で、335
二次医療圏のうち281で不足していると都道府県医師会は考えている。次医療圏 うち 不足 る 都道府県医師会 考 る。

診療所医師は必ずしも充足しているわけではないと都道府県医師会は考え
ている。都道府県単位では、病院医師も診療所医師も不足していると考え

る都道府県 師会が最多 ある 次 療 も 都道府県ている都道府県医師会が最多である。二次医療圏別に見ても、都道府県医
師会の考えによれば、病院医師も診療所医師も不足している二次医療圏
が最多である。

都道府県でも、二次医療圏でも、多くの地域で医師の偏在が起きていると
都道府県医師会は考えている。

診療科目別では、産科・産婦人科、小児科、救急医療、麻酔科で、特に医
師が不足していると都道府県医師会は考えている。

医師確保対策として、実施都道府県数がそれほど多くないものの、医師不
足・偏在解消効果が出ていると都道府県医師会が考えているのは、「県域
を越えた連携」、「医師派遣システムの構築」、「地域の病院等への医師供
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給を要請」である。



まとめ(2-1) 病院調査

医師数の増減
おおむね5年前と比較して、病院全体で医師数が減少した病院の割合は
39 6％である39.6％である。
診療科別では、医師数が減少した病院の割合が特に大きいのは、産科・
産婦人科と内科である。
地域別では 医師数が減少した病院の割合が特に大きいのは 東北地区地域別では、医師数が減少した病院の割合が特に大きいのは、東北地区
と中国四国地区である。

供給医師数の増減供給医師数の増減
おおむね5年前と比較して、大学・公的病院等からの供給医師数が減少し
た病院の割合は52.3％である。
診療科別では 供給医師数が減少した病院の割合が特に大きいのは 内診療科別では、供給医師数が減少した病院の割合が特に大きいのは、内
科と産科・産婦人科である。
地域別では、供給医師数が減少した病院の割合が特に大きいのは、中国
四国地区と東北地区である四国地区と東北地区である。
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まとめ(2-2) 病院調査

医師不足によって起きた問題
医師不足を理由として起きた問題としては、外来の閉鎖・休止・縮小が多
か たかった。
内科では、外来の閉鎖・休止・縮小をした病院が多かった。
産科・産婦人科では、病棟閉鎖・病床縮小をした病院が多かった。
小児科 は 夜間救急対応を休止 た病院が多か た小児科では、夜間救急対応を休止した病院が多かった。

病院長による医師不足感
病院長が医師不足を感じている病院の割合は 71 5％である病院長が医師不足を感じている病院の割合は、71.5％である。
診療科別で、病院長が医師不足を感じている病院の割合が特に大きいの
は、救急医療、産科・産婦人科、内科、麻酔科である。
地域別では 病院長が医師不足を感じている病院の割合が特に大きいの地域別では、病院長が医師不足を感じている病院の割合が特に大きいの
は、東北地区と中国四国地区である。
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まとめ(2-3) 病院調査

最低必要な医師数（現状との比較）
病院全体での最低必要医師数倍率は1.10倍である。日本全体の病院従事
医師数で考えると 現時点で約1万7千人不足しているということになる医師数で考えると、現時点で約1万7千人不足しているということになる。
診療科別では、内科を除くすべて科目で、最低必要医師数倍率は1倍超であ
る。ただし、現医師数に研修医数が含まれるため、研修期間の長い内科の
最低必要医師数倍率が低く出る可能性に留意したい最低必要医師数倍率が低く出る可能性に留意したい。
地域別では、最低必要医師数倍率が特に大きいのは、中国四国地区、中部
地区、九州地区、東北地区である。

新医師臨床研修制度施行後の変化
新医師臨床研修制度施行後の変化として、指導医の負担が増加した病院の
割合は76 8％と大きかった割合は76.8％と大きかった。
新医師臨床研修制度施行後の変化として、病院経営上の負担が増加した病
院の割合は68.0％と大きかった。
新医師臨床研修制度施行後の変化として 大学病院では 初期研修医数と新医師臨床研修制度施行後の変化として、大学病院では、初期研修医数と
いわゆる後期研修医数がそれぞれ減少した病院の割合が大きかった。
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